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宮崎県の概要・財政状況
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1 宮崎県の概要



(1)宮崎県のすがた

1

人口 1,033千人（R6年）
（全国比 約0.8％）

面積 7,734k㎡（R7年）
（全国比 約2.0％）

気候

交通網
空路（宮崎空港） 海路（宮崎港・細島港・油津港・志布志港）

温暖な気候

利便性の高い
アクセス環境

快晴日数
年 52.7 日

日照時間
2,122 時間

平均気温
17.7 ℃

降水量
2,626 ㎜

総務省「人口推計（令和6年10月１日現在）」 国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」

気象庁「日本気候表」（宮崎市 H3～R2の平均 ※快晴日数のみS56~H22の平均）

釜山
大韓民国

上海
中華人民共和国

高雄
台湾



(2)宮崎県の経済・人口

2

県内総生産（名目） ３兆７，６６９億円（R4年）

産業別構成

人口等のうごき

高齢化率と合計特殊出生率の推移人口の推移

合計特殊出生率
1.43 (全国1.15)

全国３位！

単位：万人

宮崎県「宮崎県の人口」
厚生労働省「人口動態統計」 総務省「人口推計年報」

※四捨五入の関係で計と内訳が一致しない場合がある。（以下の本資料の図表において同じ。）

第１次産業
（農林水産業）に強み

4.９ ％
（全国1.0％）

第１次産業
4.9%

第２次産業
24.7%

第３次産業
69.3%

製造業
17.5%

保健衛生・社会事業
12.2%

農林水産業
4.9%

不動産業
8.6%

卸売・小売業
11.5%

公務
7.3%

建設業
7.1%

専門･科学技術・
業務支援サービス業

6.4%

教育
4.9%

運輸・郵便
業

4.4%

その他のサービス
3.9% その他

11.4%

107.0
106.1

105.2
104.1

103.3

101.0
102.0
103.0
104.0
105.0
106.0
107.0
108.0

R2 R3 R4 R5 R6

32.6

33.1
33.5 33.7 34.0

1.65
1.64 1.63

1.49
1.43

1.40

1.60

1.80

2.00

31.5
32.0
32.5
33.0
33.5
34.0
34.5

R2 R3 R4 R5 R6
高齢化率 合計特殊出生率



(3)宮崎県の主な産業

３

農林水産業

令和５年農業産出額 3,720億円

全国順位収穫量・
飼養頭羽数品目

2位25.5千トンピーマン

1位61.7千トンきゅうり

2位1,305トンマンゴー

3位258千頭肉用牛

3位722千頭豚

2位2,816万羽ブロイラー

令和６年のスギの素
材生産量は約172万
8千㎥（全国の約
14%）で、３４年
連続日本一
令和５年の林業産出
額（木材生産部門）
は244億円で、全国
２位

令和5年林業産出額 294.5億円

農畜水産物の輸出額の推移

12,128

過去最高
を更新

スポーツ・観光

令和７年春季キャンプ 経済効果99億円

春季キャンプ（令和7年1月～3月）
団 体 数： 451団体
延参加人数： 107,568人
観 客 数： 658,460人
経 済 効 果： 99億円

725 763 838 1,017 1,046 1,256 

4,347 5,522 
7,272 

8,289 8,875 9,106 867 
1,005 

766 

1,850 1,542 1,767 

5,940 
7,289 

8,877 

11,156 11,463 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

R元 R2 R3 R4 R5 R6
農産物 畜産物 水産物



(4)宮崎県の魅力

４

食と県産品 観 光

神 話 スポーツ



(5)スポーツランドみやざき

５

温暖な気候や県内各地に整備されたスポーツ施設などを活かし、
スポーツキャンプ・合宿、大会等の誘致に積極的に取り組んでいる。

キャンプ・合宿の受入実績

令和7年春季プロスポーツキャンプ
《プロ野球》8球団
《Ｊリーグ》１6チーム

WBC侍ジャパン合宿
［2023年2月］

ラグビー日本代表合宿
[202４、２０２５年6月]

競泳韓国代表チーム合宿
［202５年４月］

1,262 
1,429 

1,310 1,259 1,335 

1,017 

603 634 
859 

1,024 

1,343 178,628 

196,835 

97,503 

174,660 

208,457 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

0

500

1,000

1,500

2,000

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

団体数 延べ参加人数

コロナ禍以前の
水準に回復！



(6)G7宮崎農業大臣会合

６

令和５年４月に、宮崎県においてＧ７宮崎農業大臣会合が開催され、
Ｇ７農業大臣声明とともに、G７農業大臣会合では初となるＧ７各国が
取り組むべき行動を要約した「宮崎アクション」が採択された。



(7)宮崎県の１番

７

豊かな自然と観光資源 安全・安心で豊かな食材

全国に誇る宮崎県産品 暮らしやすいみやざき

●照葉樹天然林（天然の照葉樹林の規模）
●神楽（国指定重要無形民俗文化財の指定数）

●日南海岸国定公園（海域公園地区として日本初指定）

●宮崎牛（全国和牛能力共進会で内閣総理大臣賞

を４大会連続で受賞）

●近海かつお一本釣り（漁獲量）
●生産額ベース食料自給率（25年連続日本一）

●本格焼酎（出荷量）

●スギ素材（丸太）（生産量）

●スイートピー（出荷量）

●共働き世帯における夫の家事関連時間

●通勤・通学にかかる時間

●太陽熱温水器（普及率）

日本一
短



(8)宮崎の暮らしの魅力

８

通勤・通学時間の短さ 男性の家事関連時間の長さ

物価水準の低さ 可処分所得(月平均)は福岡とほぼ同じ

●１日当たりの通勤・通学時間が、
５６分で全国最短

● 共働き世帯の男性の育児時間が、

３０分で全国で１番目に長い

● 消費者物価地域差指数（Ｒ６）が、
９7．0で、全国で３番目に低い

（令和４年度までは５年連続で最も低い）

● 全世帯の平均値
宮崎県 ３３１，７６５円

（福岡県 ３３９，２６０円）

※総務省「令和３年 社会生活基本調査」より
※総務省「令和３年 社会生活基本調査」より

※総務省「小売物価統計調査（構造編）」より ※総務省「2019年 全国家計構造調査」より



(9) 日本のひなた宮崎らしい「ゆたかさ」

９

ゆ た か さ 指 数

• 「ゆたかさ」を７分野・計３５要素に具体化

• 因子分析により、要素を測る「統計データ」を選定

• 「統計データ」の偏差値を分野ごとに平均した数値に、県民の重視する割合を加味して調整

ゆたかさ指数
（2024年･総合値）

5０.6
（全国16位）

「自然」は
全国１位！

宮崎県

全国平均50.0

公的なデータを統計学的に処理した結果に、県民の意識を掛け合わせて、独自に全国
を比較



２ 宮崎県の重点施策



宮崎が全国に誇る強みを生かし、県勢の更なる飛躍に向けた３つのプロジェクトを展開

１０

日本一挑戦プロジェクトの本格展開①

３

再造林率
日本一への挑戦

日本一
生み育てやすい
県への挑戦

スポーツ環境
日本一への挑戦

プロジェクト１ プロジェクト２ プロジェクト３

宮崎の強み１

助け合える
子育て環境

宮崎の強み２

豊富な
森林資源

宮崎の強み３

恵まれた
スポーツ環境

合計特殊出生率

1.63（全国2位）

↓

1.8台（全国1位）

再造林率

73％（全国3位）

↓

90％以上（全国1位）
（※）素材生産量50万㎥以上の道府県

野球･サッカー･ラグビー
プロチームキャンプ数
32チーム（全国2位）

↓

43チーム以上（全国1位）

主要指標 主要指標 主要指標

子ども･若者プロジェクト グリーン成長プロジェクト スポーツ観光プロジェクト

Ｒ４

Ｒ８ Ｒ８
Ｒ８

Ｒ４Ｈ30～Ｒ2平均

令和７年度関連予算 76．１億円（98事業）



日本一挑戦プロジェクトの本格展開②

１１

子ども・若者プロジェクトの取組状況(1/2)プロジェクト1

ひなたの恋応援アンバサダー

（Ｒ６.９月～）お笑いコンビ「蛙亭」のイワクラ氏を
「ひなたの恋応援アンバサダー」に委嘱
⇒イベントやSNS等で、出逢いや結婚についてポジティブな
イメージを発信

男性育児休業取得奨励金

（Ｒ６.４月～）男性の育児休業取得を進める中小企業等に
奨励金（最大１００万円）を支給

① 出逢い・結婚の希望を叶える

② 子どもがほしい人の希望を叶える

第2子保育料負担軽減

市町村と連携し、第2子保育料（0～2歳児）の負担を軽減



日本一挑戦プロジェクトの本格展開③

１２

子ども・若者プロジェクトの取組状況(2/2)プロジェクト1

女性にやさしい職場づくり

女性が働きやすい職場環境の整備（施設整備・備品購入等）
支援、えるぼし認定など女性活躍の取組を行う企業への奨励
金支給

③ 安心して子育てできる教育環境をつくる

④ 若者・女性を重視した人口減少対策の強化

不登校児童生徒等支援拠点「コネクト」

（Ｒ６.４月～）不登校児童生徒の支援強化に向け、 県教育研
修センター内に教育機関などとの連携拠点となる
県教育支援センター「コネクト」を開設

若者UIJターン促進

従来の移住支援金の対象とならない三大都市圏等在住1年
以上以上5年未満の若者（29歳以下）への本県移住・就業を
支援する給付金支給

更に強化(R7～)



１３

日本一挑戦プロジェクトの本格展開④

プロジェクト2 グリーン成長プロジェクトの取組状況(1/2)

再造林率向上強化対策

（R6.８月～）市町村と連携した造林補助金の上乗せを大幅に
引上げ（68→90％）
⇒森林所有者の負担等を軽減

再造林推進ネットワーク支援

（R6.６月～）素材生産事業体、造林事業者などから構成される
「地域再造林推進ネットワーク」を県内８地域に設立
⇒森林所有者の相談窓口を明確化

宮崎県再造林推進条例

（R6.7月～）都道府県初の再造林に関する条例
「宮崎県再造林推進条例」を施行
⇒県民一丸となって再造林を進め、多面的機能を有する森林
を次の世代へ

① 循環型林業の推進



１４

日本一挑戦プロジェクトの本格展開⑤

プロジェクト2 グリーン成長プロジェクトの取組状況(2/2)

グリーン農業の拡大

環境負荷低減と生産性向上を両立するグリーンな新技術の
確立や横展開、有機転換の掛かり増し費用の支援による
有機農業の拡大加速化

ひなたゼロカーボン加速化

（R6.５月～）事業者等に対し、太陽光発電設備や蓄電池
の導入等経費を補助
⇒R6実績：個人214名、事業者36社 補助額（合計）
約2億600万円

② 循環型農水産業の推進

③ 脱炭素化による成長の実現

製造業脱炭素推進モデル育成

（R6.７月～）製造業脱炭素推進モデル企業として3社を選定
⇒同企業のエネルギー診断を実施し、温室効果ガス排出量
削減計画の策定を支援



1５

日本一挑戦プロジェクトの本格展開⑥

プロジェクト3 スポーツ観光プロジェクトの取組状況(1/2)

大規模合宿・キャンプ等受入体制の整備

WBC侍ジャパン宮崎キャンプに係る誘客促進や交通対策
（期間中のライドシェア導入支援等）

ひなたスポーツ観光ステーション

（Ｒ６.9月～）スポーツキャンプのワンストップ窓口
「ひなたスポーツ観光ステーション」を設置
⇒キャンプ・合宿の窓口を一本化し、新たなスポーツ合宿を誘致へ

① 世界レベルのキャンプ・大会の戦略的な誘致

国際自転車ロードレースの誘致・開催

九州各県や関係市町村と連携し、「ツール・ド・九州2025」を
本県初開催



1６

日本一挑戦プロジェクトの本格展開⑦

プロジェクト3 スポーツ観光プロジェクトの取組状況(2/2)

市町村スポーツ施設等整備強化

(R6.４月～)市町村に対し、スポーツ施設や合宿所等の整備
や改修に要する経費を補助
⇒スポーツ施設…7市町のプロキャンプに必要な施設整備
等を支援

⇒合宿所…３市村を支援

県総合運動公園テニスコート・管理棟等

(R6.３月～)国際大会や全国規模の大会が開催できる
ハードコート24面、国際水準の照明設備等の整備に着手
⇒Ｒ９年の国スポに向け、Ｒ８年度供用開始予定

③ 県内全域のスポーツ環境の充実（全県化・通年化・多種目化）

② 戦略的・計画的なハード整備

屋外型トレーニングセンター環境整備

屋外型トレーニングセンターに観客席（600席程度）
及びアスリートが休息できる東屋を新設



３ 普通会計決算の概要



歳入・歳出は、5,700億円程度で推移していたが、令和2年度以
降は新型コロナ対策等により大きく増加
令和６年度…（歳入）約6,917億円、（歳出）約6,666億円

1７

(1)歳入・歳出決算規模の推移

（億円）

※H27の1,200檍円は口蹄疫対策転貸債等に係る歳入・歳出

歳入・歳出決算額（普通会計）の推移

5,801 

5,661 

5,722 

5,574 

5,654 

5,509 

5,739 

5,594 

5,668 

5,519 

5,693 

5,541 

6,885 

6,676 

7,144 

6,973 

7,223 

6,905 

6,856 

6,564 

6,917 
6,666 

1,200 1,200 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

歳入 歳出 歳入 歳出 歳入 歳出 歳入 歳出 歳入 歳出 歳入 歳出 歳入 歳出 歳入 歳出 歳入 歳出 歳入 歳出 歳入 歳出

H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6



自主財源は約４割で推移
地方交付税等の依存財源の割合が高い

1８

(2)歳入内訳

R6歳入決算の内訳（普通会計）

歳入
6,917億円

自主財源
2,768億円

40.0%
依存財源

4,148億円
60.0%

県税
1,447億円

20.9%

諸収入
492億円
7.1%

繰入金
397億円
5.7%

使用料・手数料など
431億円
6.2%

地方交付税
2,023億円

29.2%

国庫支出金
1,071億円

15.5%

県債
762億円
11.0%

地方譲与税など
293億円
4.2%



自主財源は、2,000～2,700億円程度で推移
令和6年度…約2,768億円（自主財源比率 40.0%）

1９

(3)自主財源の推移

（億円） （％）自主財源の推移（普通会計）

※H27の「その他」には口蹄疫対策転貸債等分（1,200檍円）を含む。

2,215 

3,474 
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地方税 その他 合計 自主財源比率



義務的経費が４割程度、投資的経費が２割程度、
その他一般行政経費が４割程度で推移

２０

(4)歳出内訳

歳出
6,666億円

R6歳出決算の内訳（普通会計）

義務的経費
2,391億円

35.9%

投資的経費
1,590億円

23.9%

その他
一般行政経費
2,685億円

40.3%

人件費
1,513億円

22.7%

公債費
718億円
10.8%

扶助費
160億円
2.4%

補助
855億円
12.8%

単独
475億円
7.1%

直轄
97億円
1.4%

災害復旧事業費
161億円
2.4%

その他
2億円
0.0%

補助費等
1,539億円

23.1%

貸付金
430億円
6.4%

その他
716億円
10.7%



義務的経費は2,400億円程度で推移
令和６年度…約2,391億円（義務的経費の割合 35.9%）

２１

(5)義務的経費の推移

（億円） （％）義務的経費の推移（普通会計）

※H27の「公債費」には口蹄疫対策転貸債等分（1,200檍円）を含む。

2,535 3,693 
2,486 2,463 2,426 2,419 

2,417 2,391 2,415 2,313 
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人件費 扶助費 公債費 義務的経費の割合



投資的経費は1,300～1,400億円程度で推移
令和6年度…約1,590億円（投資的経費の割合 23.9%）
⇒ 県有スポーツ施設整備等の増加による

２２

(6)投資的経費の推移

（億円） （％）投資的経費の推移（普通会計）

2,970 

1,145 
913 947 1,103 1,041 1,158 1,293 1,362 1,297 1,411 1,590 
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歳入総額に占める県債残高の割合は全国平均を下回る（良好）
（R5年度）全国平均 1.45／宮崎県 1.21（全国４位）

令和６年度…県債残高 約8,384億円
歳入総額に占める県債残高の割合 1.21

２３

(7)県債残高の推移

（億円） 県債残高の推移（普通会計）

8,519 
10,263 

8,895 8,711 8,573 8,448 8,375 8,411 8,517 8,384 8,311 8,384 
1.27

1.77

1.28 1.54 1.49 1.49 1.47

1.22 1.19
1.16

1.21

1.21
1.42 1.73 1.71 

1.72 1.73 1.73 1.71 

1.42 
1.28 1.35 
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普通債（実質的な県債） 臨時財政対策債
口蹄疫対策転貸債等 地方債残高/歳入総額（宮崎県）
地方債残高/歳入総額（全国平均）



財政調整に用いる基金は、令和３年度から増加
令和６年度…約815億円（満期一括償還財源等分 約251億円）
満期一括償還に備え、償還財源の確実な積立てを実施
国土強靱化対策や国スポ施設整備に伴う公債費の増加及び地方交
付税の減額精算に備え、令和３年度以降の残高は大きく増加

２４

(8)基金残高の推移

（億円） 財政関係２基金残高の推移

463 468 450 445 445 440 440 
587 565 584 564 

82 89 98 71 67 46 42

146 175 209 251

0
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H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6

県債管理基金（満期一括償還財源等分）
財政関係２基金の残高（財政調整積立金＋県債管理基金（満期一括償還財源等分以外））



堅実な財政運営により全国的に優位な健全性を確保

【R５年度】 【R６年度】
・ 実質公債費比率 11.5％ ⇒ 11.6％（全国30位）
・ 将来負担比率 97.7％ ⇒ 107.6％（全国 ８位）

２５

(9)財政指標の状況

将来負担比率（％）

実質公債費
比率（％）

実質公債費比率及び将来負担比率の状況（R６年度決算）

低いほど健全

低
い
ほ
ど
健
全

北海道

青…

福島県

栃木県

千葉県

東京都
神奈川県

新潟県岐阜県
京都府

大阪府

兵庫県

島根県

愛媛県

福岡県

R6宮崎県

沖縄県
R4宮崎県

R5宮崎県

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0



４ 公営企業・公社・出資法人決算の概要



2６

(1)公営企業・公社の状況

公営企業

地域振興工業用水道電気病院
R６R５R６R５R６R５R６R５

7617964,0954,11247,59550,38280,00173,753資産
BS 6957042,3152,3448,1238,44479,82171,611負債

66921,7801,76839,47141,9381802,142資本
3113463544,9304,54640,64238,159総収益

PL 29233343366,3005,22142,60442,443総費用
▲ 26▲ 121219▲ 1,370▲ 675▲ 1,962▲ 4,284純利益・損失

単位：百万円

公社

損失は生じておらず、健全な経営状況。
単位：百万円

道路公社
R６R５

24,13923,564資産
BS 21,15220,577負債

2,9872,987資本
1,1981,110総収益

PL 1,1981,110総費用
00純利益・損失

いずれの会計も資金不足は生じていない。



出資法人への損失補償債務を含む
将来負担比率(R６:107.6%)は、全国でも低水準（良好）

県財政の健全性を十分確保。

2７

(2)出資法人の状況

経営状況報告対象団体

単位：百万円

損益計算書（R6）正味財産増減額（当期利益）県出資
比率県出資額

資本負債資産R6R5
4465,5495,9951046.2%197 公益財団法人宮崎県私学振興会1
364145508▲ 17▲ 18100.0%216 公益財団法人宮崎県立芸術劇場2

3,9651,5965,56126550100.0%3,989 公立大学法人宮崎県立看護大学3
112131125.6%2 公益財団法人宮崎県生活衛生営業指導センター4
49150▲ 0163.3%30 公益財団法人宮崎県移植推進財団5

1,1744901,664▲ 13▲ 4126.7%8 公益財団法人宮崎県健康づくり協会6
▲ 13,30736,88623,579▲ 688▲ 77637.0%5 一般社団法人宮崎県林業公社7

1438150▲ 12▲ 1144.4%4 公益社団法人宮崎県林業労働機械化センター8
14317▲ 1▲ 050.0%2 公益財団法人宮崎県機械技術振興協会9

3233736961▲ 038.4%108 公益財団法人宮崎県観光協会10
55865642681.5%443 公益財団法人宮崎県国際交流協会11
8915321,423▲ 3733.3%20 公益社団法人宮崎県農業振興公社12
9611107402750.0%15 一般財団法人宮崎県内水面振興センター13

16441205▲ 35▲ 3850.0%30 一般財団法人宮崎県水産振興協会14
247▲ 0032.4%20 一般社団法人宮崎県肉用牛枝肉価格安定基金協会15

7892731,062▲ 9740.8%40 一般社団法人宮崎県家畜改良事業団16
▲ 252466214▲ 583649.8%80 一般社団法人宮崎県酪農公社17

6054211,0264▲ 366.7%20 公益財団法人宮崎県建設技術推進機構18
511155261179.8%395 公益財団法人宮崎県暴力追放センター19

11,68575512,4391591750.0%0 社会福祉法人宮崎県社会福祉事業団20
434466900▲ 4▲ 318.8%14 公益財団法人宮崎県産業振興機構21



５ 行財政改革の状況



2８

行財政改革の取組と成果
みやざき行財政改革プランに基づき、「持続可能な行財政基盤の確立」に取り組んでいる。

行財政改革への取組状況

県総合計画の基本目標『安心と希望の未来への展望』

宮崎県行財政改革大綱2007（平成19年度～平成22年度）

みやざき行財政改革プラン（平成23年度～平成26年度）

みやざき行財政改革プラン（第二期）（平成27年度～平成30年度）

みやざき行財政改革プラン（第三期）（令和元年度～令和4年度）

みやざき行財政改革プラン（第四期）（令和５年度～令和８年度）
第10次

第９次

第８次

第７次

第６次

基本目標の下支え

行財政改革の成果

R6R5R4R3R2H17

職員数の推移
（単位：人）

3,8213,8123,7853,7913,7984,231知事部局等
9,4329,4539,4889,4789,49110,570教育
2,3232,3352,3352,3502,3422,281警察

15,57615,60015,60815,61915,63117,082計

R6R5R4R3R2H17人件費の推移
※普通会計決算ベース
（単位：億円） 1,5131,3981,4491,4561,4691,580人件費

R6R5R4R3R2H17普通建設事業の推移
※普通会計決算ベース
（単位：億円）

475286305274295550単独
9539649181,017934925その他

1,4291,2501,2231,2911,2291,476計



６ 今後の財政見通し



2９

財政見通し（試算）①

多額の財政負担が見込まれる事業の実施にあたり、今後10年間の本県の財
政状況について試算を行い、県民に分かりやすく公表。
県債残高は、8,600～8,700億円程度で推移する見込み。
財政調整に用いる基金の残高は、一定程度確保できる見通し。

（単位：億円）

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

6,352 6,511 6,579 6,565 6,508 6,549 6,461 6,466 6,440 6,414

620 698 689 712 689 729 657 666 655 650

6,680 6,833 6,892 6,875 6,830 6,873 6,777 6,793 6,790 6,776

683 682 701 732 736 732 726 721 715 700

1,277 1,472 1,446 1,472 1,443 1,465 1,381 1,387 1,390 1,367

▲ 328 ▲ 322 ▲ 313 ▲ 310 ▲ 322 ▲ 324 ▲ 316 ▲ 327 ▲ 349 ▲ 362

552 546 549 549 536 522 514 494 454 401

8,520 8,693 8,658 8,659 8,624 8,641 8,616 8,653 8,696 8,706

5,993 6,377 6,613 6,847 6,982 7,206 7,364 7,535 7,697 7,810

歳入

　県債（臨時財政対策債除く）

歳出

　公債費

　普通建設事業費

収支不足

　財政関係２基金残高

県債残高

　うち臨時財政対策債除く

※財政関係２基金残高及び県債残高については、年度末見込み



３０

財政見通し（試算）②

（億円）（億円）

5,993 6,377
6,613

6,847 6,982 7,206 7,364 7,535

7,697 7,810

2,740
2,316 2,045

1,812
1,642 1,435 1,253 1,118 999

896
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721
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県債残高（臨財債除く） 県債残高（臨財債） 公債費



７ 市場公募債の発行概要



今後の資金需要の増加を踏まえ、市場公募債の導入（R元～）
による調達手段の多様化より、将来にわたる安定的な資金調達を
目指す。

（今後見込まれる資金需要の主な増加要因）
・国民スポーツ大会開催（2027年）に係る施設整備
・公共施設等の老朽化対策
・防災・減災、国土強靱化対策の継続的な実施

３１

(1)市場公募債導入の背景

持続可能な宮崎県の土台づくり



(2)持続可能な宮崎県の土台づくり

３２

新船｢フェリーたかちほ」、
「フェリーろっこう」就航
（宮崎カーフェリー）
2022年4月、10月就航

東九州自動車道
九州中央自動車道

陸上交通の
強化

県立宮崎病院再整備
2022年1月開院

県防災庁舎整備
2020年７月完成

防災の拠点

アミュプラザみやざき開業
（宮崎交通、ＪＲ九州）2020年11月

国民スポーツ大会施設整備
2025年度までに完成予定

スポーツの拠点

県体育館県プール

県陸上競技場

宮崎駅西口駅前広場完成
2020年10月

にぎわいの拠点

医療の拠点

海上交通の強化県テニスコート



３３

(3)今年度の発行計画（予定）

発行額

償還年限

発行時期 令和７年１１月

100億円

５年（満期一括償還方式）

発行方式 シンジケート団引受方式

宮崎県は健全な財政運営を維持しています。

ぜひ、宮崎県債をご購入ください。



■宮崎県 総務部 財政課 財政企画担当

〒880-8501 宮崎県宮崎市橘通東２丁目10番1号

電話：0985-26-7015（直通）

E-MAIL：zaisei@pref.miyazaki.lg.jp

問い合わせ先

■宮崎県ホームページ

https://www.pref.miyazaki.lg.jp/kense/zaise/index.html

財政・県債に関する情報


